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県社会福祉協議会運営費補助金

福祉企画福祉保健総務

終期

２３年度

実施主体

事業の目的

実績値 実 績 値

Ⅱ　事業の目標、実施状況等（事業実績及び成果の達成状況）

社会福祉法人山梨県社会福祉協議会運営費補助金交付要綱

その対象をどのような状態にして

事業の内容
※主に
２３年度

根拠法令等

２５年度

アドバイザー評価

事業名 県社会福祉協議会関係助成費

実施期間

担当部課室 福祉保健

Ⅰ　事業の概要

細事業名

様式1-2

担当 （内線） 3068

調書番号

平成平成平成平成２４２４２４２４年度 事務事業自主点検年度 事務事業自主点検年度 事務事業自主点検年度 事務事業自主点検シートシートシートシート

部

財務コード
（事業）

誰（何）を対象に

始期 年度～

補助（県社会福祉協議会）

地域福祉推進の中核組織である県社会福祉協議会の運営費に対して助成する。
・補助先　　県社会福祉協議会
・補助率　　定額
・補助対象経費　　山梨県社会福祉協議会職員人件費
　　　　　　　　　　　（対象職員数１５人（常務理事１、事務局長１，地域福祉推進員２、プロパー職員10、臨時職員１））
　
○関連する主な事業の実績
　・地域ボランティア・ネットワーク化事業（やまなしﾎﾞﾗﾝﾃｨｱﾌｫｰﾗﾑ開催）　1回
　・地域防災力強化事業（やまなし福祉救援活動ﾌｫｰﾗﾑ開催・災害時要援護者避難訓練）各1回
　・福祉・介護人材確保対策事業（職場体験事業）　60回
　・社会福祉従事者研修事業　8研修12講座

結果、何に結びつけるのか

県民の行う社会福祉活動

S26 年度

事業の実施状況と
目標の実現度

２２年度

目標値

２４年度

720人

6

活 560人

主な事業の実績
　①社会福祉従事
者 720人594人

見込値

活発に行われている。

690人

事業目標の考え方

目標設定の考え方

074604

①実施計画目標

目標値

地域福祉の推進

246人

430人

成果指標達成率
％

254人

471人

273人

465人

（実績値／目標値）

成
果
指
標

①ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱﾌｫｰﾗﾑ
　　参加者数
②やまなし福祉救援
活動ﾌｫｰﾗﾑ
　　参加者数

720人

139日

実績報告書

データの出典等

活
動
指
標

活動指標達成率

（実績値／目標値）
％

560人

111日

者
　　研修受講者数
　②職場体験事業
　　　開催延べ日数

720人

153日

594人

167日

690人

130日

成果指標によらない成果

成
果
指
標

目標設定の考え方
　地域のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動に携わることを希
望する方々が参加するﾌｫｰﾗﾑの過去2
年間の平均を目標値とした。

活
動
指
標 ①実施計画書

②実績報告書

①実施計画目標
②過去2年間の平均

データの出典等

97,66391,891

時間

時間

252人

461人

250人

451人

決算額、予算額 100,977

97,663

89,551

100,977 89,551（千円） うち一財額 91,891

所要時間（間接分）

時間

Ⅲ　これまでの事業の見直し・改善状況

所要時間計

80 時間 80

162

所要時間（直接分）

80 時間 8080 時間 80時間

時間 時間

時間

162

時間 80 時間 80

平成９年度　補助金の積算方法を「山梨県社会福祉協議会」の自主性を高める観点から、収支差額方式から定額補助方式に改めた。
平成１８年度　長寿やまなし振興財団との統合により、本事業と長寿やまなし振興財団事業費補助金を統合。

人件費ｺｽﾄ 単位:千円
(＠2,021円×所要時間)

162 162

　・県社協は、市町村社協のボランティアセ
ンター機能の充実を図り、ボランティア活動
の体制整備を推進するため、平成23年度、
ボランティアコーディネーター研修会を開催
し、24名のボランティアコーディネーターの
養成を行った。このボランティアコーディ
ネーターが核となった地域のボランティア活
動の活性化が、地域福祉の推進に寄与する
と考えられる。
　・また、本県の重要課題である災害時にお
ける福祉救援活動の中核的な役割を担うこ
とから災害時要援護者避難訓練（南アルプ
ス市：参加者500名）を実施し、地域住民に
よる災害時要援護者支援体制の確立を推
進した。
　・さらに東日本大震災の際（H24.3～8月）
には、岩手県釜石市において、緊急小口資
金の貸付業務やﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰの運営を行
うなど、広域的な連携においても積極的に
実践した。（県社協：派遣人数22人、延べ
149日、市町村社協：派遣人数31人、延べ
249人）

平成１８年度　長寿やまなし振興財団との統合により、本事業と長寿やまなし振興財団事業費補助金を統合。



Ⅳ　活動量と成果の判断（平成２３年度の業績評価）

数値判定

一次評価一次評価一次評価一次評価（（（（担当部評価結果担当部評価結果担当部評価結果担当部評価結果）

H23年度
成果指標
達成率

見直しの必要性 説　　　　　　　明

主な事業の成果指標達成率
　①ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱﾌｫｰﾗﾑの成果指標達成率は、93.1%である。
　②やまなし福祉救援活動ﾌｫｰﾗﾑの成果指標達成率は、101.3%である。
　
　また、県社協は、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰを養成して、地域のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動の体制整備の推進を図ったうえ、災害
時要援護者避難訓練を実施して地域住民主体の災害時要援護者支援体制の整備を図り、さらに地域でのﾎﾞﾗﾝ
ﾃｨｱ活動の重要性を説いた各ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱﾌｫｰﾗﾑを開催したことが、地域を支えるﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動の活性化に寄与し
た。
　この結果、地域福祉の推進が図られたため、意図した成果はほぼ上げていると判断できる。

b

成果に係る
一次評価

             成果に係る一次評価の考え方　     ※必ず記入すること

Ⅴ　見直しの必要性（平成２５年度に向けた改善等の考え方）

　　　　　活動量に係る一次評価の考え方　※数値判定と一次評価とが異なる場合等に記入すること

a：予定を超えた活動量がある(120%以上)。　　b：予定どおりの活動量がある（80%以上120%未満）。　　c：予定したほど活動量がない(40%以上80%未満)。　　d：予定
した活動量に著しく足りない(40%未満)。

（２）事業は意図した成果を上げているか。（「成果指標の達成率」、「成果指標によらない成果」から事業の成果を判断）

数値判定

活動量に係る
一次評価

H23年度
活動指標
達成率

b

（１）事業は予定された活動量を上げているか。（「活動指標の達成率」等から、事業の活動量を判断）

　県社協は、社会福祉法第110条に規定される広域的な社会福祉事業の実施や地域福祉の推進を目的と
して運営され、市町村社協その他福祉関係団体と連携を図り、県内の地域福祉活動に対する支援を行うと
ともに、地域を支えるボランティア活動の支援や災害における福祉救援活動の中心的役割を担うなど、その

Ⅳ以外の
判断項目

a：意図した成果を十分に上げている(120%以上)。　　b：意図した成果はほぼ上げている(80%以上120%未満)。　　c：意図し成果は十分ではないが、対象や方法の改
善により成果の向上が見込める(40%以上80%未満)。　　d：意図した成果が十分でなく、成果を上げる方法も見あたらない(４０%未満)。

主な事業の活動指標達成率
　①社会福祉従事者研修事業の参加者数は594名で、活動指標達成率は、86.1%である
　②職場体験事業の開催日数は167日で、活動指標達成率は、128.5%である
　　　上記のことから、予定どおりの活動量があったと判断できる。

・「Ⅳ以外の判断項目」の欄は、上記と同様とする。

有

無

ともに、地域を支えるボランティア活動の支援や災害における福祉救援活動の中心的役割を担うなど、その
果たす役割は大きい。
　また、県社協は、自主財源が少ない一方で、県が担うべき多くの事業を委託しているため、その運営が停
滞すると地域福祉サービスの低下を招くことから、安定的な運営を図るため、引き続き県が運営費を助成す
ることは必要である。

・「Ⅳ以外の判断項目」の欄
　　○必要性（a.目的の達成　b.新たな課題への対応　c.対象の変化　d.ニーズの変化　e.法律・制度の改正）　○官or民(f.民間等実施）　○官の役割分担
　　　（g.市町村等へ移管）　○効率性（h.外部委託 i.経費節減　j.類似事業と統合・連携　k.所要時間の縮減　l.ﾌﾟﾛｾｽの改善）　m.その他

・見直しの方向は、「廃止」「一部廃止」「終期設定」「休止」「他事業と統合」「縮小」「拡大」「実施方法等の変更」「改善済み」の中から選択し、Ⅴ見直しの必要性を
踏まえ、具体的な実施計画等を分かりやすく記載すること。なお、見直しがない場合は、「現行どおり」と記載し、必要に応じてその理由を記載すること。

Ⅵ　見直しの方向（平成２５年度当初予算等での対応状況）

見直しの方向 具体的な実施計画等

実施方法等の変更

　県社協の実施する事業については、決算書及び事業報告書等を県社協のホームページで公表しているところである
が、県民に分かり易く説明できるような、より透明性を高めた運営費補助となる方法を検討していく。
　また、自主財源を高める方策についても、山梨県社会福祉協議会強化発展計画に基づき財源基盤の充実・強化を図る
とともに、他県の事例も参考しながら更に自主財源の確保に努めていく。
　国の補助要領により人件費を配分できないことになっている補助事業に係る人件費分については、全国主幹課長会議
等、機会を捉えて国へ制度改善を要望していく。

　民間の社会福祉活動の中心的役割を担う社会福祉協議会の安定的な運営を図るためには、引き続き県
が助成を行う必要がある。
　事業の実施にあたっては、県民に分かり易く説明できるような、より透明性を高めた運営費補助となる方法
を検討するとともに、自主財源を高める方策についても、他県の事例を参考にしながら検討していくこととす
る。
　なお、国の補助要領により人件費を配分できないことになっている補助事業に係る人件費分について
は、機会を捉えて国へ制度改善を要望していく。

ｍ

二次評価二次評価二次評価二次評価（（（（担当部局再評価結果担当部局再評価結果担当部局再評価結果担当部局再評価結果）　）　）　）　※行政評価アドバイザー会議（外部評価）での指摘事項を踏まえた担当部局による再評価

説　　　　　　　明見直しの必要性
Ⅳ以外の
判断項目



細事業名：県社会福祉協議会運営費 調書番号：　６

具体的な業務
プロセス（手順）

業務の
時期
（フロー）

Ｈ23
所要
時間
（ｈ）

Ｈ24
所要
時間
（ｈ）　Ａ

Ｈ25
所要
時間
（ｈ）　Ｂ

縮減等
Ｂ－Ａ

具体的業務
の見直しの内

容

見直しに至った理由等
（または見直しなしの理由

等）

補助対象の把握・検討 ４月 16 16 16 0 なし

補助金交付申請書審査 ６月 24 24 24 0 なし

補助金の交付決定
(支出負担行為伺い） ６月 8 8 8 0 なし

(補助金概算払い） ７月 4 4 4 0 なし

実績報告書の審査 翌４月 24 24 24 0 なし

補助金の精算 翌４月 4 4 4 0 なし

0

0

80 80 80 0

0 0 0 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0 0 0 0

80 80 80 0

（留意事項）

１　事業を細分化した業務名は、事務事業を構成する業務ごとに細分化し、その業務名を記載すること。
２　具体的な業務プロセス（手順）は、できる限り多くのプロセスを記載すること。

４　各年度の所要時間（計）は、事務事業自主点検シートのⅡ事業の目標、実施状況等の「所要時間計」と一致すること。

７　適宜、業務内容に合わせ、行を加除して記載すること。（複数ページ可）

６　見直しに至った理由または見直しなしの理由は、詳細に記載すること。（具体的な業務プロセスごと、または細分化した業
務ごとに記載すること。）

補助金交付に係る実務であ
り、適正な時間で処理して
いるため。

（小計）

1
補助金交付・
精算業務

（小計）

2

3

３　業務の時期は、業務のフローがわかるように具体的な業務プロセスごとに記載すること。（毎月、四半期ごとの業務等は、
その１サイクルの期間を記載すること。）

自主点検自主点検自主点検自主点検シートシートシートシート（（（（事業事業事業事業のののの内容及内容及内容及内容及びびびび所要時間所要時間所要時間所要時間））））にににに関関関関するするするする附属資料附属資料附属資料附属資料　【　【　【　【様式様式様式様式２２２２】】】】

所属名：福祉保健総務課

事業の内容を
細分化した
業務名

５　具体的業務の見直しの内容は、わかりやすく簡潔に記載すること。（県民から見て分かりやすい表現とすること。）なお、見
直しがない場合は、「なし」と記載すること。

（小計）

所要時間　（計）



○○○○人件費人件費人件費人件費がががが算定算定算定算定されていないされていないされていないされていない県補助県補助県補助県補助・・・・委託事業委託事業委託事業委託事業のののの一覧一覧一覧一覧

Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３
福祉ｻｰﾋﾞｽ第三者評価事業 Ｐ職員 ・受審施設　7施設

・運営委員会　2回
・評価・研究専門委員会　3回
・評価調査者指導者養成派遣　1名
・評価調査者ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ研修会　参加者78人

・受審施設　2施設
・運営委員会　1回
・評価・研究専門委員会　1回
・評価調査者ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ研修会　参加者40人

・受審施設　5施設
・運営委委員会　3回
・評価・研究専門委員会　1回
・認証・講評専門員会　3回
・評価調査者ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ研修会　参加者42人

 福祉教育推進事業 地推員
Ｐ職員

・やまなし福祉教育運営会議　参加者50名
・福祉のこころ醸成事業「生命の授業」　5社協実施
・やまなし福祉教育・ボランティア活動実践校ﾌｫﾛｰ
ｱｯﾌﾟ事業　23校へ助成
・やまなし福祉教育推進の集い　参加者90名

・福祉のこころ醸成事業推進の集い　26名
・福祉のこころ醸成事業（訪問指導）　17箇所
・福祉のこころ醸成事業（推進会議）　3回
・福祉のこころ醸成事業（ﾏﾆｭｱﾙ検討委員会）　3回

・福祉のこころ醸成事業推進の集い　35名
・福祉のこころ醸成事業（訪問指導）　12箇所
・福祉のこころ醸成事業（推進会議）　2回
・福祉のこころ醸成事業（ﾏﾆｭｱﾙ検討委員会）　3回

地域ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱﾈｯﾄﾜｰｸ事業 地推員
臨時
Ｐ職員

・山梨ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱﾌｫｰﾗﾑ　300人 ・山梨ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱﾌｫｰﾗﾑ　246人 ・山梨ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱﾌｫｰﾗﾑ（県内2箇所）　254人
・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀー研修会3回　延べ56名

地域防災力強化事業 地推員
臨時
Ｐ職員

・やまなし福祉救援活動ﾌｫｰﾗﾑ　500人
・災害防災ボランティア情報交換会　37人

・災害時要援護者支援事業現地視察研修　新潟県
柏崎市
・災害時要援護者支援事業研修会　5回　延べ209
人
・やまなし福祉救援活動ﾌｫｰﾗﾑ　430人

・要援護者支援避難訓練　南ｱﾙﾌﾟｽ市　500名
・災害時要援護者支援対策推進ﾏﾆｭｱﾙ作成会議
3回
・やまなし福祉救援活動ﾌｫｰﾗﾑ　471人

職場体験事業 Ｐ職員 ・受入事所　43事業所
・体験人数　49人
・体験延べ日数　149日

・受入事所　26事業所
・体験人数　37人
・体験延べ日数　111日

・受入事所　56事業所
・体験人数　60人
・体験延べ日数　167日

ｷｬﾘｱ形成訪問指導事業 Ｐ職員 ・実施3校
・研修回数　延べ25回
・参加者数　延べ649人

・実施4校
・研修回数　延べ43回
・参加者数　延べ1,436人

・実施4校
・研修回数　延べ84回
・参加者数　延べ2,502人

社会福祉事業従事者研修 Ｐ職員 ・研修　11ｺｰｽ
・参加者　664人

・研修　8ｺｰｽ
・参加者　560人

・研修　8ｺｰｽ
・参加者　594人

民生委員・児童委員研修 Ｐ職員 ・協議会長・副会長研修　191人
・主任児童委員研修　160人
・中堅民生委員児童委員ﾘｰﾀﾞｰ研修　157人

・新任民生委員児童委員研修　1，315人
・主任児童研修　中止（東日本大震災）

・協議会長・副会長研修　196人
・主任児童委員研修　154人
・中堅民生委員児童委員ﾘｰﾀﾞｰ研修　178人

いきいき山梨ネンリンピック開催事業 地推員
Ｐ職員

・会場小瀬スポーツ公園他9会場　24種目　参加者
15，000人

・会場小瀬スポーツ公園他9会場　24種目　参加者
15，000人

・会場小瀬スポーツ公園他9会場　24種目　参加者
15，000人

全国健康福祉祭山梨県選手団派遣偉業 地推員
臨時
Ｐ職員

・北海道　選手・役員派遣　157名（22種目） ・石川県　選手・役員派遣　154名（21種目） ・熊本県　選手・役員派遣　134名（20種目）

山梨県シルバー作品展大会開催事業 ・開催中来場者数　1,300人
・作品展　出品数231点

・開催中来場者数　982人
・作品展　出品数228点

・開催中来場者数　1，098人
・作品展　出品数258点（入賞12点）

山梨県シルバー俳句大会開催事業 ・投句数　1，401句（732名） ・投句数　1，239句（645名） ・投句数　1，080句（男性202名、女性356名）
　入選　特選15句　秀作30句　佳作45句

高齢者地域リーダー活動推進事業 地推員
臨時
Ｐ職員

・ことぶきマスター派遣実績　61件
・ことぶきマスター研修会　参加者数120人

・ことぶきマスター派遣実績　64件
・ことぶきマスター研修会　参加者数48人

・ことぶきマスター派遣実績　97件
・ことぶきマスター研修会　参加者数80人

介護支援専門員養成実務研修 Ｐ職員 ・実務研修参加者　254人
・受講試験　受験者853人　合格者211人

・実務研修参加者　241人
・受講試験　受験者845人　合格者183人

・実務研修参加者　212人
・受講試験　受験者891人　合格者149人

介護支援専門員養成更新研修 Ｐ職員 ・専門研修・更新研修参加者　236人 ・専門研修・更新研修参加者　169人 ・専門研修・更新研修参加者　181人

認知症介護実践リーダー研修事業 Ｐ職員 ・認知症介護実践者研修　受講者120人
・認知症介護実践リーダー研修　受講者22人

・認知症介護実践者研修　受講者148人
・認知症介護実践リーダー研修　受講者32人

・認知症介護実践者研修　受講者146人
・認知症介護実践リーダー研修　受講者30人

認知症対応型サービス事業開設者研修 Ｐ職員 ・受講者5人 ・受講者10人 ・受講者6人
認知症対応型サービス事業管理者研修 Ｐ職員 ・受講者43人 ・受講者38人 ・受講者44人
小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 Ｐ職員 ・受講者11人 ・受講者15人 ・受講者7人

高齢者権利擁護等推進事業 Ｐ職員 ・高齢者権利推進等推進員養成研修　受講者48人
・高齢者権利擁護等事例等報告検討会　参加者95
人

・高齢者権利推進等推進員養成研修　受講者48人
・高齢者権利擁護等事例等報告検討会　参加者98
人

・高齢者権利推進等推進員養成研修　受講者30人
・高齢者権利擁護等事例等報告検討会　参加者76
人高齢者虐待防止支援事業 Ｐ職員 ・弁護士派遣6件 ・弁護士派遣3件 ・高齢者虐待防止関係相談件数　35件
・弁護士派遣１件　弁護士電話相談1件

注1） 　地推員＝地域推進員、臨時＝臨時職員、Ｐ職員＝プロパー平均給与10人分
注2）

事業名

　この一覧表は、運営費補助金に係る補助対象職員が関わる事業と実績を表しているが、この他、事業の実施にあたっては、総務企画課の経理担当や企画広報担
当、統括する事務局長等が関わっている。

活動実績
分掌

地推員
臨時
Ｐ職員


